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Ⅲ　調査結果の概要


　平成２８年６月１日現在の本市の事業所数は、4,504事業所、従業者数は41,502人で平成２４年経済センサス活動調査（以下「前回調査」という。）と比較すると事業所数は266事業所、5.6%減少し、従業者数は1,794人、4.1%減少した。前回の調査において減少した事業所・従業者が、今回の調査でさらに減少した。
　　
■事業所及び従業者数の推移
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１　事業所数
（1） 全産業別　－１表－
前回調査と比較すると、「電気・ガス・熱供給・水道業」が２事業所（100％増）、「医療、福祉」が３７事業所（12.4％増）増加しているが、他の産業は全て減少している。
特に、「農林漁業」、「情報通信業」、「金融、保険業」、「不動産業、物品賃貸業」では、10％以上減少している。
なお、この１０年間で年々増加しているのは、「医療、福祉」関係の事業所だけである。
　　　全産業に対する産業大分類別構成比をみると、「卸売・小売業」が24.4％（1,101事業所）で、前回調査と比較すると6.4％減少しているものの依然トップを占めている。次いで「宿泊業、飲食サービス業」が12.7％（573事業所）、「製造業」が11.1％（500事業所）で、これら３産業で占める割合が全体の約５割である。
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（２）経営組織別（民営）　―２表―
「会社」が2,203事業所で全体の48.9％を占めており、次いで、「個人」が1,837事業所（40.8％）、「会社以外の法人」が402事業所（8.9％）、「法人でない団体」が62事業所（1.4％）である。

（３）従業者規模別（民営）―４表―
　　　「１～４人」の事業所数が2,688事業所で全体の59.7％を占め、次いで「５～９人」の事業所（819事業所(18.2％)）、「１０～１９人」の事業所（543事業所(12.1)）であり、「１０人未満」の事業所が全体の約８割を占めている。
　　　前回調査と比較すると、
「１～４人」の事業所は２５６事業所の減（－8.7％）
「５～９人」の事業所は４４事業所の減（－5.1％）
「１０～１９人」の事業所は３７事業所の増（7.3％）
「２０～２９人」の事業所は５事業所の減（－2.7％）
「３０～４９人」の事業所は９事業所の増（7.6％）
「５０～９９人」の事業所は２事業所の増（2.2％）
「１００人以上」の事業所は７事業所の減（－15.9％）
「出向・派遣従業者のみ」の事業所は２事業所の減（－11.8％）
　　　全体では２６６事業所の減（－5.6％）となった。
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（４）地区別産業別　―８表―
　　　市街地（東部、北部、南部、西部、中部、松川）の事業所数は計3,068事業所で、全体の約７割を占めている。
周辺地区では、窪田地区（398事業所）、上郷地区（227事業所）、万世地区（179事業所）の順で事業所数が多い。

（５）開設時期別（民営）　―１０表―
　　 「昭和59年以前」が1,759事業所で全体の39.1％、「平成7年～平成16年」が894事業所（17.7％）、「昭和60年～平成6年」が797事業所（10.5％）で、平成１６年までに開設された事業所が全体の約７割を占めている。
　　　それ以降の年で事業所の開設数が多い（100事業所を超えている）のは、「平成18年」が109事業所（2.4％）、「平成19年」が131事業所（2.9％）、「平成20年」が106事業所（2.4％）、「平成25年」が110事業所（2.4％）、である。

２　従業者数
（1） 　全産業別　―１表―
前回調査と比較すると、増加したのは
「農林漁業」（64人、23.6％）、
「電気・ガス・熱供給・水道業」（84人、110.5％）、
「教育、学習支援業」（38人、2.8％）、
「医療、福祉」（427人、9.0％）、
「複合サービス事業」（174人、76.7％）、
「サービス業（他に分類されないもの）」（89人、3.1％）、
であり、他の産業は減少している。
特に減少率が大きいのは、「生活関連サービス業、娯楽業」（478人、23.6％）で、次いで「運輸業、郵便業」（326人、20.5％）、「金融、保険業」（171人、16.8％）の順となっている。

（2） 　経営組織別（民営）　―２表―
　　　　会社の従業者数は、30,526人で全体の73.6％を占めており、次いで「会社以外の法人」が5,960人（14.4％）、「個人」が4,726人（11.4％）、「法人でない団体」が290人（0.7％）となっている。

（３）　従業者規模別　―４表―
　　　　「１００人以上」の事業所が7,776人で全体の18.7％を占めており、次いで、「１０～１９人」の事業所が7,360人（17.7％）、「５０～９９人」の事業所が6,214人（15.0％）の順となっている。


■利用上の注意
1 本資料の数値は、特記のない限り「事業内容等が不詳の事業所」を除いてい　
る。「事業内容等が不詳の事業所」とは、事業所の存在は確認されているが、「従業者数」、「主な事業の内容」、「経営組織」のうちいずれかの項目が不詳の事業所をいう。 
2 各項目の数値は、単位未満の四捨五入等により、内訳の計と合計が一致しな
い場合がある。 
 　　 該当数字がないもの及び分母が０のため計算できないものは「－」で表し
た。 
    ３　第８表、第９表の地区別集計で、複数地区に該当する町丁については、過去の集計・分類方法を踏襲し、いずれか一方の地区に含めている。



この報告書についてのお問い合わせは、下記にお願いします。

米沢市企画調整部総合政策課統計調査担当
TEL：0238-22-5111（内線2805）
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■従業者規模別民営事業所数構成比（平成２８年）
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■従業者規模別民営事業所数

（単位：事業所）

従業者数 ２４年 ２８年 増加率

１～４人 2,944 2,688 -8.7%

５～９人 863 819 -5.1%

１０～１９人 506 543 7.3%

２０～２９人 188 183 -2.7%

３０～４９人 119 128 7.6%

５０～９９人 89 91 2.2%

１００人以上 44 37 -15.9%

出向・派遣

従業者のみ

17 15 -11.8%

合計 4770 4,504 -5.6%
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